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Ａ．研究目的 
 国際生活機能分類児童版（ICF-CY）
の日常生活活動度に着目し、障害のあ
る子どもの発達月齢と日常生活活動
度の関係について検討した。 

 
Ｂ．研究方法 
国立成育医療研究センター発達評価
センターを 2012 年 12 月から 2014 年
12 月の間に受診した患児の中から 13

名を無作為に抽出し、新版 K 式発達検
査 2001（以下、新版 K 式）と Ability 
for basic physical scale for 
children（ABPS-C）乳幼児版を用いて、
生活月齢と新版 K 式全領域の発達月
齢、ABPS-C 総合点との相関について
比較を行った。ABPS-C は主に児童や
幼児を対象に運動能力、活動度や社会
参加状況を簡便に評価するための現
在試案中の評価スケールである。
PBPS-C は、基本動作、セルフケア、
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実状があり、課題として、生活月齢と
ABPS-C 総合点の相関が高くなるよう
な社会を実現させる必要性が考えら
れた。 
 
Ｅ．結論 
今後、日常生活活動度に影響を与え

る要因の検討に加え、ABPS-C を用い
た評価を国際間比較することで
ICF-CY の活用促進の一助としたい。 
 
Ｇ．研究発表 
１．学会発表 

日本リハビリテーション医学会に発
表予定 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況   
（予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 

なし 
 3.その他 

なし 
 

 


